様式３
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
　島根県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地
団体の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　
　島根県立産業高度化支援センターの指定管理者指定申請を行うに当たって、下記の事項については真実に相違ありません。
記
１　島根県立産業高度化支援センター指定管理者募集要項「６応募資格」に定める次の(1)から(7)までの要件をすべて満たし、申請者としての資格を有していること。
 (1)　島根県内に主たる事務所を置き、又は置こうとする法人その他の団体（以下「法人等」と
　いう。）であること。

(2)　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項の規定に該当しない法人等

　であること。

(3)　地方自治法施行令第167条の4第2項各号のいずれかに該当すると認められる事実がない法

　人等であること。

(4)　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等の規定による更生手続、再生手続等をしていない法人等であること。

(5)　島根県が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札につい

て指名停止の措置を受け、その措置の期間が満了していない法人等でないこと。

(6)　都道府県税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない法人等であること。

(7)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条

第2号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若し

くは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にない法人等であるこ

と。
２　指定管理者指定申請書等の提出書類に記載の事項は事実に相違ないこと。
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